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川　崎　誠　一

１．

はじめに

　日本経済の特徴の一つは，大企業が生産工程のかなりの部分を中小企業に下請けとい

う形で委託する点にある。『中小企業白書』によれぼｒ……製造業発展のうえで重要な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
役割を果たしてきたのは，わが国独自と言われる重層的な下請分業構造である」。日本

の小売販売量に対する卸売販売量の割合は約４倍とな っているが，アメリカ合衆国とイ

ギリスと西ドイツではその割合は１ ．６から１．９である。自動車生産を例に取れぼ，日本で

は完成された自動車のわずか２５％が内製されているにすぎない。ところが，アメリカで
　　　　　　　　　　　　　２）
は， その４５％が内製されている 。

　企業が外部の供給者から調整しないで自ら生産すれぼ，価格 メカニ ズムによる資源配

分を市場を介さない資源配分に置き換えることを意味する 。つまり ，通説とは反対に ，

日本経済はアメリカ経済以上に市場 メカニ ズム を利用していることになる。それだけで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
はなく ，日本の製造業における下請量は増加する傾向にある。この事実は，現代経済は

ますます垂直統合の傾向を示すというチャンドラーの説と矛盾する（Ｃｈ・ｎｄｌ・・，１９７７）。

　経済学の基本問題の一つは，市場の領域の限界はどこなのか，つまり ，企業の内部生

産の領域と価格機構による外部生産の領域の区分は何によっ て決まるのか（Ｃ・… ，

１９３７）という点にある。この問題に対する回答は，明らかに，市場での取引と企業内で

（２４３）
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の生産管理機構との比較検討に基づかなければならない。実際にはこの問題に対する答

えはその国の経済によっ て異な ってくる。前に述べたように，日本ではアメリカや ヨー

ロッパに比べ，垂直統合より下請生産を援用することが際だ って多い。言い替えれぱ ，

日本では下請取引という市場を介した生産管理機構か企業内での統合的な管理運営機構

と少なくとも同じ程度に効率的であるということになる（ｒ中小企業白書』によれば，より

効率的であるという）。

　本論文は，日本の製造業における下請生産を，情報が偏在する場合の合理的契約のあ

りかたという観点から検討する。つまり ，我々の見解は日本の下請取引を合理的で当事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
者相互の利益に合致した行動と見なすものであり ，日本のみに成立しえる特殊な現象と

する見解とは明らかに対立する 。

２． 情報が偏在しているときの均衡契約

　取引の一方の当事者が，取引相手の知らない何か重要な事実を知っていることがよく

ある。たとえぱ，売り手は製造費用について買い手より良く知っていることが多い。こ

のような情報の偏在はモラル ・ハザードの問題を発生させることがある。つまり ，供給

側が製造費用低減の努力を十分行っているかどうか，買い手には解らない 。

　均衡契約には，情報偏在による誘引の問題を考慮しなけれぱならない。更に，買い手

と売り手の危険回避度が異なる場合には，不確実性を共同で負担することが双方の利益

となる。つまり ，均衡契約はトレイド ・オフの関係を含むことがある。とくに，供給側

が買い手よりも危険を回避する度合が大きげれぱ，買い手が予期できない製造費増加の

危険を引き受ける代わりに，供給側は通常より低い価格を受け入れるだろう 。しかし ，

供給者が自己の製造費用に十分な責任をもたなくなると ，その製造費用を出来るだけ引

き下げようとする誘引が弱まっ てしまう 。

　従って，情報偏在下では，均衡契約は伝統的な経済理論で扱われたような単純な固定

価格契約より複雑にたる。さらに，そのような均衡契約は，最善の場合でも，情報が完

全な場合に成立する契約より劣るものとなる（Ｍ・Ｄ・ｎ・ｌｄ，１９８４）。

　以下に述べるプリンシパル ・エイジ ェント関係の理論は我々の実証研究の基盤となる

ものであるか，このモテルはＨｏ１ｍｓｔｒｏｍ＝ Ｍ１１ｇｒｏｍ（１９８７）のモデルとＭｃＡｆｅｅ＝

ＭｃＭ１ｌｌａｎ（１９８６）のモテルの特殊ケースである
。

（２４４）
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　プリソシバルはある仕事を下請企業に委託したいとする。プリ１■シパルはあらかじめ

一定の支払い方式（＝支払い関数）を設定できるという点で，主導権を握っている 。つま

り， プリンシパルは下請企業より交渉力をもっ ているものとする 。

　プリソシパルは企業規模が大きいので当面の契約の結果に対して危険中立的（または ，

下請企業より危険回避的ではない）と仮定する。下請企業は危険回避的か，危険中立的であ

る。 ここで問題にな っているのは，ある特定の契約に伴う危険に対する二つの企業の態

度の違いである。プリソシパルは全体としては下請企業と同じ程度に危険回避的である

かもしれない。しかし，プリンシパルは下請企業より大きな企業である。したが って ，

プリソシパルにとっ て， この特定の契約による利潤の変動は全体からみれぼ無視できる

ほど小さくなるので，プリソシパルの効用は当契約からの利潤に関し近似的に線型とな

る。 それにひきかえ，この契約に関する利潤変動は下請企業の総利潤に決定的な影響を

与える可能性がある。この場合には，下請企業の効用関数の非線型性がこの契約に関す

る行動のあり方を左右することになる。つまり ，ある特定の契約に関してプリンシパル

は危険中立的であるかのように振舞うが，下請企業の行動はその業者の危険回避度に規

定される 。

　下請企業の効用関数は絶対危険回避度が一定であると仮定する 。

　　　　　　　１－ｅ 一”
　　　　げ（兀）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
　　　　　　　　　／

ここで，兀 は利潤を，／＞ＯはＡｒｒｏｗ＝Ｐｒａｔｔの絶対危険回避度を表す 。

　Ｈｏ１ｍｓ位ｏｍ： Ｍｉ１ｇｒｏｍ（１９８７）でのように，下請企業は連続時間において生産活動を

行うが，プリソシパルは離散時点においてのみ下請企業に支払いを行うと仮定する 。支

払い額は支払い時点までに累積された生産費に基づく 。下請企業の生産費はラソダムに

変動するが，努力次第で（それには費用がかかるが）生産費を部分的に制御できる。特に

このモデルでは，生産費はブラウソ運動に従って変動するものと仮定し，下請企業はそ

のドリフトの部分を制御できるものとする。このブラウン運動の仮定により ，支払い時

点での生産費累積額は正規分布に従うことになる 。Ｈｏ１ｍｓｔｒｏｍ＝ Ｍｉ１ｇｒｏｍ（１９８７）は ，

最適契約額は期末の累積生産費に関し線型になるという強い結果を証明した。そして ，

この動態的プリソシパルーエイジ ェノト問題は，支払い関数が線型であるという制約条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
件を追加すれば静態的問題として解くことが出来る 。

　Ｈｏ１ｍｓｔｒｏｍ＝ Ｍｉ１ｇｒｏｍ（１９８７）とＭｃＡｆｅｅ＝ ＭｃＭｉ１１ａｎ（１９８６）に従い，上の動態問

題に対応する静態問題を解くことにしよう 。プリソシパルの最適支払い関数が次の式に

（２４５）
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よっ て与えられているものとする 。

　　　　 Ｐ＝６＋ｏ（ｃ－６）， 　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
ここで，Ｃは支払われる価格を，Ｃは累積生産費を，ｏ と６はリンシパルが予め決める

パラメター を表す。６は目標価格で，Ｃが６より大きいときには赤字生産になり ，逆

にＣか６より小さいときには黒字生産となる 。ｏ は， 赤字カ黒字の結果をどう互いに

負担するかを決定する分担パラメター である。もし ｏ＝Ｏなら，それは固定価格契約で

あり ，費用変動の危険はすべて下請企業によっ て負担される。もし ”＝１なら，それは

コスト ・プラス契約であり ，プリンシパルが全危険を引き受けることになる 。Ｏ＜ 似く１

の場合には，危険は分担され，誘引契約となる 。

　プリ１■シバルの支払いの基盤となる，下請企業の累積生産費は三つの要素に分解でき

る。

　　　　 Ｃ＝Ｃ＊十〃一｛．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）

上のＣホ は下請企業の事前の予想費用を示す。下請企業とプリ１■シパルはＣ＊の値を知

っているものとする。也ｏは予期できない生産費の変動を表す確率変数であり ，製造工

程にいる下請企業によっ てしか観察できない。プリンシパルはｏｏの実現値を知ること

ができないが，その確率分布を知っている。それは，期待値がＯで分散が〆の正規分

布であると仮定する 。

　費用関数の第三の構成要素である｛は，下請企業の努力の結果としての生産費の低

減を表す。この努力には下請企業にとりん（冬）の金額の費用がかかる 。特にん（冬）は二次
　　　　　　　　　６）
関数であると仮定する 。

　　　　　　　£
２

　　　　帷）： ６　　　　　　　　　　　　　
（４）

プリソシバルは下請企業の費用制御努力の水準を直接観察できない。ブリ１／シバルは確

率変数 ｏｏの実現値を観察できないので，全体費用 Ｃからは下請企業の努力め度合を推

測できない。従って，モラル ・ハザードの問題が発生する。プリンシパルは下請企業の

努力の度合を知ることができないので，努力に応じて支払うわけにはいかず，下請企業

の費用低減の努力に対して直接に報酬を与えることが出来ない。費用を低減させようと

する努力冬には様々なものがあり ，例えぱより安い原材料を捜したり ，労働組合の賃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
上げ要求に低抗したり ，原材料や製品の在庫量を適正水準に維持することなどである 。

このような経営努力に関わるもので，下請企業の持ち出しになる費用をんで表す 。

　均衡契約を決定するためには，プリソシパルが提示する任意の契約に対する，下請企

（２４６）
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業の最適反応を知ることか先ず必要である。注文数量か外生的に決まるものとする（そ

れはプリソシパルの製品に対する最終需要によっ て決定され，この契約はプリンシパルの費用のほ

んの僅かな部分にしかならない）。 単位を適当に選べぼ，注文数量は１と設定できる。下請

企業の生産費は，当該プ ロジ ェクトに支払請求する費用 Ｃと（プリンシパルには観察でき

ない）経営努加こかかる費用んからなる 。この費用を支払額（２）から差し引けば，下請企

業の利潤 兀が得られる 。

　　　　 兀＝（１一・）（６－ｃ＊ 也ｏ＋冬）一ん（冬）． 　　　　　　　　　　　（５）

下請企業は，自己の経営努力水準冬を決定する前か後かに，確率変数Ｗを観察する 。

下請企業は利潤の期待効用を最大化するように経営努力の水準を選択する 。つまり ，（４）

を（５）に代入し冬に関して最大化すると
，

　　　　冬＝６（１一・）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６）
従っ て， 経営努力は ｏが大きくなるにつれ減少する。それは，ｏ が大きいほど下請企業

は自己の生産費について責任を持たなくてもよくなり ，（費用のかかる）生産費低減の努

力を行う誘引がなくな っていくからである。コスト ・プラス（。＝１）の場合の生産費と

固定価格契約（。＝Ｏ）の場合の生産費の差額は，（６）と（３）から，６となる。つまり ，６は

モラル ・ハザードの度合を計るための自然な指標と言える 。

　もし契約が固定価格制でないならぼ（・ 〉Ｏ），生産費変動の危険の一部がプリノシパ

ルに移転され，下請企業の利潤変動の分散（８２）をその生産費変動の分散（。２）より小

さくすることになる。目標価格が予め与えられているとすれぼ，（５）から，次式が導き出

される 。

　　　　
８２ （１－ｏ）２

〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７）

（５）から明らかなように生産費と利潤は線型の関係にあるので，下請企業の生産費変動が

正規分布型の確率変数てあると仮定すれは，その利潤もまた正規分布型の確率変数とな

る。 下請企業の利潤の期待値を〃とする。絶対危険回避度が一定で，利潤の変動が正

規型の確率変数であると ，下請企業の利潤の期待効用は次式のようになる 。

　　　　　　　 １一…（一・・・１パ ・・）
　　　　ＥＵ（兀）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
　　　　　　　　　　　　／

従っ てこの様な前提下では，期待効用は，期待値と分散に関して線型である関数の関数

である。これは危険回避の実証分析ではよく用いられる仮定であり ，本論文のセクショ

ン６で下請企業の危険回避度の推定にも使われる 。

（２４７）
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　今からプリンシパルの最適問題を考えよう 。（２）の契約で決定さるべきものは結局は分

担係数 ｏである。それは，後でみるように，ｏ が決まれぱ，残る係数の６もまた決ま

ってしまうからである。プリンシパルは，下請企業が（６）によって ｏに対応すると予測

できる。従ってプリンシパルの最適契約は，次の二つの制約下でプリンシパルの支払い

（２）の期待値を最小化することによって得られる。第一の制約条件は，下請企業が条件（６）

を満たすように生産費低減の為の経営努力を行うことである。第二には，下請企業は提

示された契約を拒否することが可能で，そのため下請企業の期待効用は他の活動からの

最大の期待効用より小さくはないことである。ｏに関するプリソシパルの最適問題の一
　　　　　　　　　　８）
次条件は次のようになる 。

　　　　　　ル
２

　　　　ｏ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
　　　　　６＋１０

・２

本論文ではこの式をもとにして実証分析を進める。この式の意味するところは，ｏ はＯ

と１との間の値をとり ，また次の関係が成立することである 。

　　（ｉ）モラル ・ハザードの度合６が大きいほど，ｏ は大きい 。

　　（ｉｉ）費用変動の分散６２が大きいほど，ｏ は大きい 。

　　固　危険回避係数／が大きいほど，ｏ は大きい 。

これらの結果はすへて我々の直感にもかな＝っ ている。しかし次がら契約カ非線型の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
には，以上の比較静学的関係か一般には成立しない（Ｍ・・Ｄｏｍ１ｄ（１９８４）参昭）。

３． 目本の自動車産業における下請契約の実態

　浅沼による一連のケース ・スタデ ィ（１９８４・ ，１９８４ｂ ，１９８５）ぽ日本の自動車産業にお

ける下請取引について輿味深い分析を行っている。この研究は六杜の自動車会杜と六杜

の下請部品企業とのイ１／タービ ュー に基づいている。以下では，浅沼の研究によっ て指

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
摘された下請実態の特徴を，我々のモデルの視点から整理してみる 。

　自動車のモデルは普通４年にわたって生産される。部品業者との契約期間はそのモデ

ルの生産持続期間である。自動車会杜はその契約期間中は下請企業を取り替えたり ，自

杜内で生産したりしないという保証を与える。実際には，下請企業はしぱしぱ更に長期

にわたり一つ以上のモデルについても部品供給契約を与えられる。もっとも ，下請企業

の実績は競争相手の実績と照らし合わ娃て吟味される 。

（２４８）
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　４年の期問の最初に取り結ぼれた契約では，取引数量ははっきりとは決められない 。

自動車会杜は大まかな目漂取引量と納期を設定するが，それが必ずしも遵守されるとは

限らない 。

　契約では，価格自体を詳細に決めるのではなく ，価格決定のルールを定める。基本と

なる単価は，下請企業の提出する見積書に基づいて，自動車会杜の慎重な検討を径て決

定される（この単価は支払い関数（２）のパラメター６に対応している）。 そして，価格は六ケ月

毎に下請企業の生産費用の変動に応じて調整される 。

　自動車会杜と下請企業の関係はふつう持続的なので，自動車会杜は下請企業の生産関

数を正確に把握できると考えられるかも知れない。このことは，（３）の費用項目のうち期

待費用 Ｃ＊ を知ることに対応する。しかしながら，自動車会杜は費用の変動（（３）式の確率

変数 也ｏ）を完全に知ることはできない。どのようにして，自動車会杜は下請企業の費用

見積（（３）式の総費用 ｃ）が妥当なものかどうか確定できるのだろう 。それには二つの方法

がある。小規模な下請企業で生産工程も単純な場合には，自動車会杜が直接工場を視察

して費用見積の妥当性を検討することができる。より複雑な生産工程の場合には，自動

車会杜は可能な限りそれぞれの部品に対して複数の供給者を確保する。したが って，あ

る下請企業の費用見積は他の業者の見積と比較検討される 。

　価格調整に際して，下請企業の労働，原材料，エネルギー費がそれぞれ項目別に検討

される。自動車会杜は原材料費用の増加を単価に転嫁させることに同意することが多い

が， 労働やエネルギー費の場合には転嫁はより困難になる。さらに，自動車会杜による

設計変更に起因する費用変動に対応して，また下請企業の合理化の結果としての費用削

減に対応して，単価を調整するという条項も契約に含まれている 。

　これらの価格調整のルールは，セクション２のプリンシバル ・エイジィェ ント理論で

設定されたものよりかなり複雑である。つまり ，全体の費用だけではなくそれぞれの費

用項目が調整の対象とな っている。しかしながら，これらのルールは基本的にプリンシ

パル ・エイジィエソト理論に合致しているといえよう 。浅沼のケース ・スタデ ィによれ

ぽ， 自動車会杜と下請企業の間に危険分担のメカニ ズムが働いている。したが って ，こ

れらの契約の帰結は，あたかも下請企業の総費用に一定の分担係数 ”を適用して価格が

決定されたと同じ事態になると考えられる。以下のセクションで，セクション２のモデ

ルの実証を行なう 。

（２４９）
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４． 分　担　係　数

　セクショソ２のプリンシパル ・エイジィエソト ・モデルを直接検証するには，契約条

件等についての詳細なミクロ ・データが必要であろう 。企業秘密の保持等理由で，その

ようなデータは一般には入手困難である。しかしながら，通常の産業 レベルの集計デ ー

タを使って，下請契約の平均的特徴を推定することは可能である 。

　セクション２のモデルでは，固定価格契約以外の場合には（つまり ，・ ＞０），費用変動

の危険の一部はプリンシバルに肩代りされ，下請企業の利潤の分散（８２）を費用の分散

（６２）以下に押し下げる 。（７）式から，下請企業の利潤分散の費用分散に対する比率は ｏ

が大きくなるにつれ増加することが解る（（９）式からＯ≦ 。≦１）。 これは，分担係数 ”選択

の効果が個々の契約に関する詳細なデータがなくとも推定可能であることを示している

点で，きわめて重要な関係である。（７）式を次のように書き換える 。

　　　　　　　８　　　　ｏ＝１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢◎
　　　　　　　ｄ

ここで８とぴ は利潤と費用の標準偏差を表す。我々は８とｄ を産業別と企業規模別に

集計した企業データから推定した（データの出所と標準偏差の計算法については補論を参照）。

そして¢◎式から，それぞれの企業グループのｏ を計算した。集計データを使っている

ので，このように計算された “は，あるグループに属する全企業の平均値であると同時

に， 企業によっ ては複数の下請契約を結んでいるので，各企業の全契約についての平均
　　　　１１）
値でもある。分担係数 ｏの推定値は表Ｉに示されているが，Ｏ．３９とＯ．８９の問の値をと

る。

　分担係数 ”の推定値を解釈するためには，セクション２で述べた次の関係が重要であ

る。 つまり ，下請企業に生産費用削減の強い誘引を与えるが全ての危険を引受させる固

定価格契約の場合には ｏ＝Ｏであるが，下請企業の危険をすべて肩代りするが生産費用

削減の誘引をまっ たく与えない コスト ・プラス契約の場合には ｏ＝１である。セクショ

ソ２のプリソシパル ・エイジィエント ・モデルからＯ≦ｏ≦１という関係が成立する 。

　表Ｉによっ てプリソシバル ・エイジィエソト ・モデルの簡単なテストが出来る 。¢◎式

を使って計算された ”は明らかに１以下でなけれぱならないが，非負である必要はない 。

もし企業の利潤の分散がその費用の分散より大きければ，¢◎式から ｏは負の値になる 。

（２５０）
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セクション２のモデルのかわりに次のような通常の競争的企業を考えてみよう 。その企

業は，費用と需要の両面の不確実性に直面して，その不確実性か玩実化する前に生産量

を決定しなけれぼならないものとする（例えぼＬｉｍ（１９８１）のモデルを参照）。 このタイプ

のモデルでは，収入と費用が正の相関関係にない限り ，利潤分散は費用分散より大きく

なる。従って岬式に用いて計算した ”の値は負になるかもしれない。企業の危険の一部

を組織的に吸収する制度がなければ，利潤分散が一般に費用分散より小さくなる理由は

ない。セクショソ２で述べたプリノシパル ・エイジィエント契約は下請企業の費用の危

険を吸収するように設計されている。表Ｉに計算された ｏがすべて正であるという事

実（。の最小値は０．３９である）は，我々の観察した企業が費用変動の危険の一部を組織的

に回避していることを意味する。従 って，この事実はセクショソ２のプリソシパル ・エ

イジィエント ・モデルの予測に適合する 。

　　　　　　　　　　　　　表Ｉ　分担係数 ０の推定値

産　　　業
企業規模（従業者数）

２０－２９　　　　　　　　３０－４９　　　　　　　　５０－９９

繊維０
．３９３６４

衣服Ｏ
．４６７４５

鉄　鋼Ｏ
，７３０３８

非鉄金属　Ｏ
．８１８５０

金属製品　０
．５２８３２

機械０
．７４９３７

電気機器　０
．５１２８０

輸送機器　Ｏ
．５９１１２

精密機器　０
．４２３２１

０． ７０６１３

０． ４５５２６

０． ８１１３４

０． ７９３０４

０． ７３２３１

０． ８２８９０

０． ６５２８０

０． ８５３５１

０． ７４７５０

０． ６６０５８

０． ６９５７３

０． ８５４７０

０． ７６３９６

０． ７６９１６

０． ８６６７４

０． ７８４２２

０． ８９０２９

０． ７５３３１

１００－１９９　　　　　　　２００－２９９

０． ７１１５１

０． ６５５８５

０． ７０７３２

０． ７４０３６

０． ７３５９６

０． ８３９６５

０． ７５２４１

０． ８１６４６

０． ５６７８６

Ｏ． ５８７６４

０． ６１０７３

０． ５０３６７

０． ８０１７７

０． ６１３７１

０． ８１３３５

０． ７９０６９

０１ ７９５８９

０． ４１７３２

　表Ｉに示された４５のｏのうち５つだけが０．５以下であり ，１９のｏ がＯ．７５以上であり
，

単純平均は０．６９である。つまり ，表Ｉのｏ から推測される契約がほとんど固定価格よ

りコスト ・プラスに近いことは興味深い事実である。言い替えれば，下請企業に適当な

誘引を与えるというより ，下請企業の危険の分担に力点がおかれるように契約が設計さ

れているようである。これには二通りの説明が可能である 。

　第一の説明は，契約期間の終わりにプリ１／シバルは下請企業に継続して次の契約を与

えることが多いという事実に基づいている。『中小企業白書』（１９７７）によれぼ，調査対

象の８４％の下請企業は過去５年間に一度も最大取引先である親企業を変えていなかった 。

Ｌｅｗｉｓ（１９８０）は，（２）式のような支払い関数が継続して与えられると支払方式が大抵一

時払い式の罰金を含むようになることを示した。そのような罰金はエイジィエントの手

（２５１）
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抜きしようとする誘引を減少させる。契約が継続して行われると ，危険の分担が行いや

すくなる。つまり罰金が存在するので分担係数 ”を１に近づげることができる。プリン

シパルが下請企業との関係を断ち切ることができるという事実が一時払いの罰金のよう

に機能する。努力すれぱ今後も好条件の下請契約を獲得できる可能性が大きくなるので ，

下請企業にとっ て現在の契約中にも生産費を低減させようとする追加的な誘引が発生す

る。

　分担係数 ”か１に近づくもう一つの説明は，ＭｃＡｆｅｅ＝ ＭｃＭ１１ｌａｎ（１９８５）か示したよ

うに，契約条件か危険分担と生産費低減の誘引以外の第三の目的にかなうという点にあ

る。 もし下請サーピスの市場が成立していて，その市場が完全ではないとすれぱ，プリ

ソシバルは下請企業問の競り合いを促進するために契約条件を利用することが出来る 。

分担係数 ”が大きいほど，その競り合いは熾烈になる。浅沼（１９８５）の自動車産業につ

いてのケース ・スタデ ィによれぱ，下請契約をめぐる競争は普通少数の企業に限定され

ている。この事実は，ＭｃＡｆｅｅ＝ ＭｃＭ１１１ａｎ（１９８５）の分析によると ，プリ：■ノハルが分

担係数 ”を１に近づけることを意味する。しかしながら，下請契約の競り合いに関する

資料が入手できないため，この点の実証は行えない 。

５． 下請企業は危険回避的か？

　もし下請企業が危険中立的であるとすれば，セクノヨノ２のモテルの解は単純なもの

となる。つまり ，均衡は固定価格契約となり ，下請企業がすべての危険を引き受ける

（それは，もしトＯならぱ（９）式から ・＝０となるからである）。 企業が一般に危険回避的でなけ

れぱならないという理由はない。そこで，このセクショソでは分析対象の下請企業が危

険中立的かそれとも回避的かを検討する。セクショソ２のモデルにすでに組み込まれて

いる前提条件を用いると ，企業の危険回避度の推定値は次のように計算される 。

　乙 という特質のすへての下請企業は同じ期待効用ＥＵ（冗。）を持つと仮定する（この仮定

はこのセクショソでの危険回避係数の推定にのみ用いられるもので，次のセクショソでのプリソシ

パル ・エイジィエント理論の検証には必要とされない）。 絶対的危険回避度一定と正規分布の

仮定を含む（８）式は，次のような利潤の期待値と分散の線型関係として整理できる 。

灼・一（去入）・
、十～ ｏ

（２５２）
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　　　　　　　１
　　　　たＦん１・（１一 旭Ｕ（乃）） 　　　　　　　　　 胸

ここで伽と８
２〃

はオの特質を持つブ番目の企業の利潤の期待値と分散を表わす。回式

から ，ＥＵ（死立）＝Ｏならぼん＝Ｏであり ，またその逆も真である 。

　い式はそのまま推定可能である。係数推定値の符号は，／≧Ｏ及びん≧Ｏと予測される 。

／＝Ｏの検定によっ て， 標本企業が危険中立的かどうかを検証でき，またた＝Ｏの検定に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
よっ て， 下請企業の期待効用が平均的にゼ ロであるかどうかを検証できる。我 々は，産

業と企業規模で分類した企業グループのデータを使 って，｝式を最小二乗法によっ て推
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
定した（資料の出所と利潤分散の推定については補論を参照のこと）。

　表１の危険回避度の推定値を検討しよう 。帥式から利潤分散の係数は〃２となる（／

は絶対危険回避係数てある）。 表ｎによれは，危険回避係数の推定値は，最大で従業員規模

２０－２９人の企業の約０．３０から ，最小で従業員規模２００－２９９人の企業の約Ｏ．Ｏ０３とな ってい

て， 企業規模か増加するにしたかって単調に減少している（この事実は理論的根拠に適合

しているといえる）。 すべてのケー 刈こついて危険回避度の推定値は統計的に有意である 。

つまり ，下請企業は危険中立的ではないと判断できる 。

　従業員数２０‘２９人の企業の危　　　　　　　表皿　危険回避度の推定値

険回避度の推定値はかなり大き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　係　数　推　定　値
　　　　　　　　　　　　　　　　企業規模な危険回避を意味する。ベイォ　　 （従業者数）　　〃２　　　　 ”　　　 自由度修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（漂準誤差）　（漂準誤差）　済み　Ｒ ２
フが１０００円か０円で確率がそれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　２０－２９　０．１５２２５ホ 　　４８，７８２ホ 　　Ｏ．６０２２
ぞれ０．５の賭を例にとろう 。危　　　　　　　（ｏ．０２８６５）　　（５ ．１４０７４）

険回避係数が０，００３の人ならこ　　　
３０・４９

　０
．０６６７１ホ　　 ７６’５９べ　　　Ｏ’８２６８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０．００７１５４）　　（５ ．３９４３２）

の賭に参加するには４９３円支払　　　　５０’９９　０
・００８０２ホ
　　 １７５ ．４６ホ　　　 Ｏ． ３４７４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０．００２４６５）　（２０．１３８０）

うだろう 。これは危険中立的な　　　 １Ｏｏ－１ｇｇ　　 ｏ． ｏ０１５べ　　 ３９３．１１ホ　　　 ｏ． ２６３２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０．Ｏ００５６５０　　　　　（４０．５７７０）
場合の５００円に近い。ところが，　　 ２００－２ｇｇ　　ｏ． ｏｏ１４べ　　 ７０１ ．７６．　　　 ｏ． ６３６１

危険回避係数が０．３の場合には　　　　　　　
（０ ’０００２５２７）　（７５ ’６６４７）

　　　　　　　　　　　　　　　＊５％水準で有意
１５８円しか支払わないだろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
　従 って，最小従業員規模の危険回避係数の推定値は低すぎるようにも思われる。しか

しながら，このセクションの主目的は，危険回避の大きさを推定することではなく ，下

請企業が危険中立的かどうかを検証することにある。表ｎの推定値から，下請企業は統

計的に有意な水準で危険回避的であるという結論が出てくる 。従 って，プリンシパル ・

エイジィエソトの問題が無視できないものとなる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５３）
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　表ｎのん係数推定値はそれぞれの規模の企業による危険調整後の利潤の平均値を示す

（ｏ式を参照のこと）。 障壁のない自由参入のもとでの均衡ではんはゼ ロになるだろう 。推

定結果によれぱ，全てのケースについてんは統計的有意にゼ ロを超えている。さらに ，

たの推定値は企業規模が大きくなるにつれて一貫して増加している。これには二様の説

明が可能である。第一には，利潤を消減させるような参入阻止要因が存在しているかも

知れない。日本の下請企業が持続的に正の利潤を確保していることについては，いくつ

かの理由が考えられる。この分野ではプリンシパルと下請企業の関係が長期にわた って

存続することかよく見られる。ＭｃＭ１１ｌａｎ＝ Ｍｏｒｇａｎ（１９８５）は，このような関係は自由

参入の均衡下であっても双方の企業にレントを発生させることを示した。また，下請企

業はしぱしば親企業の近くに位麿しているが，潜在的な競争者に対するこのような地理

的な利点によっ て現下請企業の正の利潤を説明できるかも知れない。他方，データで計

測されたものは会計利潤であって経済利潤ではない。つまり ，”の推定値がとらえたも

のは会計利潤と経済利潤との差額であり ，危険調整後の経済利潤はゼロ かもしれない 。

いずれにしてもムの推定値はプリンシパル ・エイジィエソト理論の検証には関わらない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
ので，本論文では以上の点の解決を試みない 。

６． プリソシパル ・エイジィエント ・モデルの実証

　セクション４で分担係数の算定値が明確にゼ ロを超過していることを示したが，これ

はセクション２のプリンシパル ・エイジィエソト ・モデルの一つの検証であ った。この

セク！ヨ■ではそのモテルの計量経済学的検証を行なう 。つまり ，我々は分担係数 ｏ

の変動を決定する説明要因を探求する。（９）式を推定するのであるが，それをＯ＜ ｏ〈１

として，次のように線型に書き改める 。

１・（÷一１）一１・（÷）・１・（÷）・１・ガ
胸

　費用分散６２は既に推定され，以上の分析で使われた。下請企業の危険回避１とモラ

ル・ ハザードｄの二つの変数については代理変数を用いる 。

　セクション５で危険回避係数１を推定しているので，この推定値を胸式での独立変

数の一つとして使えるように思われる。最初の回帰分析では１を使うが，それに加え

て刃をその代理変数に置き換えた回帰式の推定も行たう 。これは１の推定値の信頼性

（２５４）
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に問題があるかも知れないからである。例えぼ，その推定は同じ規模のすべての企業が

同一の期待効用を持つとする強い仮定に基づいている 。

　下請企業は，あるプ ロジ ェクトがその総売上に対して小さければ小さいほど，そのプ

ロジ ェクトに対して危険回避的でなくな って行く 。従って企業の売上総額が危険回避の

代理変数となる。またプ ロジ ェクトのポートフィリオが多様化するほど，企業は単一の

プロ ジェクトに対し危険回避的でなくな って行く 。従って危険回避のもう一つの代理変

数は当該企業が下請取引を行な っている親企業の数である。他の条件が等しければ，企

業売上が増加するほど，また下請取引を行なう相手企業が多いほど，危険回避は減少す

る。

　モデル上ではモラル ・ハザードは単一の変数６によって表わされているが，それは実

際は企業が生産費制御について行なう様々な行動の結果を表わす。従って胸式の６を単

一の変数ではなく ，下請企業による様々な生産費制御活動を反映するいくつかの代理変

数で置き換える 。

　モラル ・ハザードの適当な代理変数を見つけることは難しい。結局，モラル ・ハザ ー

ドはプリンシパルが何かの変数を観察できないことから発生する。プリンシパルが観察

できなけれぱ，部外者も観察できないことになりやすい。少し間接的ではあるが，我 々

は次の二つをモラル ・ハザードの代理変数として用いる。第一に，プリソシパルは下請

企業のために原材料を購入することがあるが，この行為はたぶんモラル ・ハザードを減

少させる効果を持つ。もし下請企業自身が原材料を購入するとすれぱ，その支払い価格

は下請企業が仕入れ先の調査 ・検討をどの程度おこなうかに依存する。その部分をプリ

ンシパルが肩代りすれば，モラル ・ハザードの発生する範囲が減少する。したが って ，

原材料の調達方法はモラル ・ハザ ードの代理変数として使用できる。第二に，浅沼

（１９８４・ ，１９８４ｂ ，１９８５）のケース ・スタデ ィによれぱモラル ・ハザードは原材料より労

働について発生しやすい。技術の改善等によっ て労働量を節約することはできるが，原

材料についてはその余地が比較的少ない。したが って，もう一つのモラル ・ハザードの

代理変数は生産過程における労働の重要性であり ，例えぱ原材料費に対する労働費用の

割合がその指標となろう 。

　我 々は，セクショソ３のモデルを検証するために，０勾式に基づいた次の回帰式を用い

た。

１・（ｌ １）一｛１・（圭）十脇十吻み十鮒肌十・ 岬

（２５５）
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ここで”。 は下請企業の総売上を ，エ。 は一杜の下請企業当りの親企業の平均数を表わす 。

エ。 とエ。 は危険回避の代理変数であり ，もう一組の回帰式（モデル皿）ではこれらの代わ

りに前のセクショソで得られた危険回避係数の推定値を用いる 。エ。 は下請企業自身に

よっ て調達された原材料の比率を ，エ。 は原材料費に対する労働費用の比率を表わす 。

エ。 とエ。 はモラル ・ハサ ートの程度を示す代理変数である。そして ｅは確率変数である 。

理論の予測するところによれば，ｏ。 以外の係数 ｏ１ はすべて正の符号を取り ，ｏ。 はゼ ロ

となる 。

　岬式の説明変数はすへて確率変　　　　表■　プリソ／ハル　ェイソィェノト

数と想定される。費用分散は危険　　　　　　理論の検証

回避係数と同様にデータから推定　　　　　　　　　　　　　　操作変数法推定値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（漂準誤差）
された。そのはかの説明変数はす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　説明変数　　　　　モデルＩ　　 モデル皿

べてモラル ’ハザードか危険回避　　　０． 定数　　　　　　　　２．１１３９オ　０ ．８１７８
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１

．００６６）　　　　（Ｏ．７４３５）

の代理変数である。つまり ，真の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ ．１ｎ（１／費用分散）　　０ ．５１００ホ　　０．３９７８ホ

値に加えて誤差を含むことになる。　　　　　　　　　　　　（０
・１２９８）　 （０・１０３４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　２ ．売上高（１０万円）　　　Ｏ
．６６２８ホ

　　　ー
その結果生じうる推定上の問題点　　　　　　　　　　　　　　（ｏ ．１ｇ３３）

を避けるために，操作変数法を用　　　
３・ 親企業の数　　　　て８１８隻８

）

いて岬式を推定する。適当な操作　　　
２’．１ｎ（１／刃）　　　　　一　　　 〇・

３１８６ホ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ
．０９８１）

変数がデータ中に存在しないので，　　 ４． 原材料の独立的確保　　 Ｏ． ０４８９“　Ｏ
．２７２０ホ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（０．０１５６）　　　（Ｏ
．０１１０）

Ｄ甘ｂｍ（１９５４）の方法に従い・各　　　 ５． 賃金１原材料費　　　 ＿Ｏ．６０１５　－１ ．２４８３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１
．０６０９）　　　　（１ ．１６３４）

説明変数の値の序列を操作変数と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自由度修正済みＲ２　　０．４７５４　　０．３４０５

して使用した。操作変数法による
　　　　　　　　　　　　　　　　　観測値数 ＝４５

推定結果は表ｍこ示されている。　　　
ホ５％水準で有意 。

モデルＩは危険回避に代理変数を用い，モデルｎは表ｍこ与えられている危険回避係数

の推定値を用いた。ここでは報告しなかったが，最小二乗法とウエイト付き最小二乗法

による推定でも表皿とほ憾同じような結果を得た。以上の操作変数法による推定法は十

分に効率的であるとは言えないかも知れず，ｔ 値の検証にはその点の配慮が必要である 。

表皿の推定値は概ね予測通りの符号で統合的に有意である。しかしながら，モデルＩの

危険回避係数の一つ（親企業の数）は統計的に有意ではなく ，ゼ ロと予測される定数項

かモデルＩでは統計的に有意に正とな っている。そして，モラル ・ハザートの代理変数

の労働費 ・原材料費比率が双方のモデルで有意ではない。これはこの代理変数が適切な

ものではなかったことを示しているかもしれない。また１と予測される１ｏｇ（１！¢）の係

（２５６）
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数が双方のモデルにおいて明らかに１より小さい。しかしこの予測は，係数の符号に関

する予測と異なり ，セクション２で用いられた関数型についての仮定によっ て左右され

る。 比較的に低いＲ２によっ て示されるように，このモデルは契約に関する他の決定要

因を考慮にいれていない。セクショ１／４で，下請関係の長期における特質や契約をめぐ

る競争等のいくつかの除外された決定要因の検討を行な った。しかしながら，われわれ

の推定結果は，分担係数が危険回避が増大するにつれて大きくなり ，モラル ・ハザ ード

が増大するにつれ小さくなる傾向にあることを示している。結局，表皿に示された回帰

式の推定結果から，日本の下請契約がモラル ・ハザードと危険分担のトレイド ・オフ を

軸とするプリンシバル ・エイジィエソト関係を反映していると結論を下すことができる 。

　データがたぶんに限定されているので，このセクションの実証はプリンシバル ・エイ

ジィエソト関係の計量経済学的分析の第一歩とも言うべきものである。この理論のより

完全な検証は契約についての詳細なミクロ ・データの利用を待たねばならない 。

７． 情報偏在の福祉費用

　近年 ミクロ経済理論に情報の偏在を組み込む努力が精力的になされてきたので，現実

の世界で情報の偏在がどれだけ重要であるか検討することは有意義であろう 。情報の不

完全性による福祉の損失は実際どれくらい大きいのだろう？

　セクショソ２のモデルでは，下請企業は ｏ＝Ｏのときにファースト ・ベスト水準の費

用制御努力を行なう 。それは，この場合下請企業がすべての収益を獲得し，自己活動の

すべての費用を自分で賄うからである 。（６）式から，その場合の努力水準冬は６に等し

い。 したが って（３）式から，もしプリンシパルが下請企業の活動を完全に監督できたとす

れば達成される水準（：ファースト ・ベスト水準）の生産費用はＣホ十也ｏ－６に等しい
。（９）

式と（６）式から，均衡契約によっ て引き出される努力水準は６２／（６＋”）であり ，それゆ

え生産費用はｃホ 十也ｏ－６２／（６＋〃）となる。したが って（９）式から，達成可能な最小生産

費と現実の生産費との差は犯に等しい。また，その比率は紬Ｃである 。

　モラル ・ハザード係数６の推定値を得ることができないので，この費用差を直接推定

することはできたい。しかし，大まかな例示的推計なら可能である。Ｍｏｏｒｅ（１９６７）と

Ｓｃｈｅｒｅｒ（１９６４）によるアメリカ合衆国の軍事契約の研究によれは，コスト　 フラス契約

はふつう固定価格契約より約１０％高くなる。われわれの記号で言い替えれぱ，伽は大

（２５７）
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体０１に等しい。またＭｃＡｆｅｅ＝ ＭｃＭ１ｌ１ａｎ（１９８７，第５章）で引用された間接的な事例

によれば，勿ｃはＯ．２位まで上昇しうる 。

　１Ｏ％から２０％をモラル ・ハザード効果の典型的な大きさと推測できるとするならば
，

不完全情報に起因する超過費用比率はだいたい０ ．１ｏ から０ ．２ｏ ということになる。表Ｉ

に示した ｏの推定値の平均を使えぱ，小さい方のモラル ・ハザード値の場合で７％だ

け， 大きい方のモラル ・ハザード値の場合で約１４％だけ，現実の生産費用は最小可能な

生産費用より高くな っている 。

　同じように推測的ではあるが，これらの数値は垂直統合された企業内のヒエラルキー

制御費用の推定値の下限を示すものと解釈できる。大企業が自己の内部で作るより下請

に出すことを選択するので，下請けはより安価な方策と考えられる。もし大企業が下請

企業と同じ生産技術を使用できるとするならは，大企業と下請企業の費用の差はヒエラ

ルキー を運営する費用に帰着する（Ｇ・・ｎ・ｋｏｐ１ｏ・＝ Ｍ１１ｇ・・ｍ（１９８５），Ｇ・…ｍ・ｎ＝Ｈ。血

（１９８６），Ｗｉ１１ｉ・ｍ・０ｎ（１９８４）はこのような内部制御費用の要因を検討している）。 前の段落で生

産費の７％から１４％と推測された下請企業のモラル ・ハザードによる非効率性は，垂直

統合された企業を制御するための非効率性より小さくなけれぱならない
。

８． 本論文の実証結果の意義について

　本論文の下請関係についての解釈は，日本におげる伝統的な下請観とは正反対と言え

るものである。伝統的な下請論によれば，プリソシパルはその買い手独占力を使って下

請企業を［収奪』し，特に費用と需要の変動の危険を下請企業に『しわよせ」する。つ

まり ，大企業は下請企業を景気変動のクッションとして使って危険を回避すると想定さ
　１６）

れる。しかしながら，我々の推定結果によれぱ危険分担係数は明らかにゼロより大きい

ので，大企業は実際は下請企業のために危険を吸収していることがわかる 。

　不況期に大企業が下請量を減らすことが，しぱしぽ『収奪 ・しわよせ』仮説を支持す

る証拠とされてきた。しかしながら，この事実は，我々の理論と整合的に簡単に説明す

ることができる。不況期に最終需要か減少し，大企業の固定労働力か過剰になると ，大

企業の内部生産の機会費用か下落する。したかって下請けに比へ内部生産の方か有利と

なる 。

Ｗ１１１１ａｍｓｍ（１９８４）によれば，企業内で行なわれる交換は “低圧誘引（１・ｗ－Ｐ・ｗ… ｄ

（２５８）
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ｍ・・ｎｔ１…）” に導かれるという特徴を持つ。つまり ，個人は自己の行動の帰結にほとん

ど責任を取る必要はない。それとは対照的に，市場取引は “高圧誘引
（ｈｉｇｈ－ｐｏｗ・・ｅｄ－ｉｎ・・ｎｔｉ…）” を用いる。本論文の用語を使えば，” が１に近いかＯに近い

かで，誘引は低圧か高圧かになる。しかしながら，ウィリアムソノの分析とは反対に ，

日本の下請企業とプリソシパルとの間の市場取引は，表Ｉに示した びの推定値がどちら

かというと０よりも１に近いので，高圧というよりも低圧のようにみえる 。

　米国防省の武器調達は，分担係数が０．５から０．９の誘引付きの契約で行なわれることが

ますます多くな っている。ＭｃＡｆｅｅ＝ ＭｃＭ１１１ａｎ（１９８７）は，他の政府機関も調達費用を

削減するために固定価格契約や コスト ・プラス契約ではなく誘引付きの契約を使うよう

に提案した。誘引付き契約を使うことが民間企業の利益にな っていることが本論文で示

された以上，政府もまたそれを使うべきであることがい っそう明らかにな ったと思われ

る。

９． む　　す　　び

　１９７０年代の初頭からプリ１■シパル ・エイジィエント理論を発展させる研究が数多く行

なわれてきた。本論文での分析は，モラル ・ハザードと危険分担とのトレイド ・オフに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
ついての我々の知る限りで最初の実証研究である 。

　データがかなり限定されたものであるということに注意しなけれぼならないが，われ

われの実証研究の主な結論は次の通りである。第一に，下請企業は危険回避的である 。

下請企業の絶対危険回避係数の推定値は，企業規模が増加するほど減少する。下請企業

はすべての産業と規模にわたって統計的に有意に危険回避的であ った。第二に，プリ１／

／ハルか下請企業の予期てきない費用変動の危険を部分的に吸収するような下請契約か

用いられている。分担係数の推定値は，産業と企業規模により ，０．３９からＯ．８９の間の値

をとる。第三に，セクショ１／２のプリンシパル ・エイジィエソト ・モデルの予測と一致

しているが，（１）下請企業が危険回避的であるほど，（２）費用変動が大きいほど，（３）モデル

　ハザード問題が深刻でないほど，支払い価格は下請企業の費用変動により敏感に反応

する。したが って，日本の下請取引では危険分担とモラル ・ハザードとのプリソシバル

　エイジィエノトのトレイド ・オフ を解決するような契約が使われていると解釈できる 。

結局，プリンシパル ・エイジィエント理論は日本の下請データに合致しているようにみ

（２５９）
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える 。

　　　　　　　　　　　　　補論 ：資料の出所と加工方法

　原資料の出所は次の通りである 。

Ｉ　通商産業省［工業統計表（企業編）』１９７３－１９８２年

　　Ｃ１ ．企業数

　　Ｃ２ ．従業員数

　　Ｃ３ ．現金給与総額（百万門）

　　Ｃ４　製造品出荷額（百万円）

　　Ｃ５　粗付加価値額（百万円）

　　Ｃ６　減価償却額（百万円）

皿　通商産業省［工業実態基本調査報告』１９８１年

　　Ｓ１ ．企業数

　　Ｓ２ ．一企業当り売上高（百万円）

　　Ｓ３ ．下請企業の剖合（％）

　　Ｓ４ ．一下請企業当り親企業数

　　Ｓ５ ．一下請企業当り下請金額（万円）

　　Ｓ６ ．主要原材料の調達で，親企業とは独立に仕入れている下請企業の割合（％）

　　Ｓ７ ．外注をしていない企業の割合（％）

　　Ｓ８ ．外注をしている一企業当りの外注金額（円）

本論文で使用したデータは次のように算出された 。

　Ｖ１ ．一企業当りの利潤＝（Ｃ５－ Ｃ３－Ｃ６）／Ｃ１

　　　（ただし，１９８１年を１００とする却売物価指数で調整）

　Ｖ２ ．平均利潤（Ｖ１の算術平均値）

　Ｖ３ ．利潤分散（Ｖ１の分散値）

　Ｖ４ ．一企業当りの費用＝（Ｃ４－Ｃ５＋Ｃ３＋Ｃ６）／Ｃ１

　Ｖ５ ．平均費用（Ｖ４の算術平均値）

　Ｖ６ ．費用分散（Ｖ４の分散値）

危険回避の代理変数 ：

　Ｖ７ ．売上高＝Ｓ２

　Ｖ８ ．一企業当りの親企業の数：（Ｓ３×Ｓ４）／１００

モラル ・ハザードの代理変数 ：

　Ｖ９ ．原材料の独立調達＝Ｓ６

　Ｖ１Ｏ．賃金 ・原材料費比率：Ｃ３／（Ｃ４－Ｃ５）

なお，費用と利潤の平均値と分散（Ｖ２ ，Ｖ３ ，Ｖ５ ，Ｖ６）は１９７３年から１９８２年にかけての

（２６０）
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１０年間の年次デ ータ （Ｖ１ ，Ｖ４）から計算された 。

　　　　　　　　　弓１用　文　献

浅沼萬里（１９８４ａ）「日本における部品取引の構造」『経済論叢』１３１巻３号

浅沼萬里（１９８４ｂ）「自動車産業における部品取引の構造」『季刊現代経済』夏期号

岡崎恵子（１９８４）「現代下誇企業の実証分析」『季刊現代経済』夏期号

通商産業省（１９７３－１９８２）『工業統計表（企業編）』東京

通商産業省（１９８１）『工業実態基本調査報告』東京

通商産業省（１９７７．１９８４）『中
・」・

企業白書』東京

ＡＬＬＥＮ，Ｇ　Ｃ（１９８１）“Ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ
，”

Ｓｔ　Ｍ航ｍｓ　Ｐｒｅｓｓ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

ＡＯＫｌ　ＭＡＳＡＨＩＫＯ（１９８４ａ）Ａｓｐｅｃｔｓ　ｏｆｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ 丘ｍ閉 “Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａ
ｎａ１ｙｓ１ｓ　ｏｆ　ｔｈ

ｅ

　　　Ｊａｐｍｅｓｅ　Ｆ
１ｍ“（Ｍ　Ａ

ｏｋ １， Ｅｄ）Ｎｏ血ｈ－Ｈｏ１１ａｎｄ，Ａｍｓｔｅｒｄａｍ

ＡＯＫＩ，ＭＡＳＡＨＩＫＯ（１９８４ｂ）Ｉｍｏｖａｔ１ｖｅ　ａｄａｐｔ１ｏｎ　ｔｈｒｏｕｇｈ　ｔｈｅ　ｑｕａｓ１－ｔｒｅｅ　ｓｔｍｃｔｕｒｅ　Ａｎ　ｅｍｅｒｇ

　　　ｍｇａｓｐｅｃｔｏｆＪａｐａｎｅｓｅｅｎｔｒｅｐｒｅｎｅｕｒｓｈｌｐ，ＺＮ〃！ｏ〃〃ｏ是ｏ〃ＳｕｐＰ１４，１７７－１９８

ＡＯＫＩ　ＭＡＳＡＨＩＫＯ（１９８５）“Ｌｅａｍｍｇ　ｂｙ　Ｄｏｍｇ　ｖｓ　ｔｈｅ　Ｂｏｍｄｅｄ－Ｒａｔ１ｏｎａｌ　Ｃｏｎｔｒｏ１　Ａｎ

　　　ＡｐＰｒｏａｃｈ　ｔｏ　Ｕ　Ｓ －Ｊａｐａｎ　Ｃｏｍｐａｒｌｓｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｍｌ　Ｏｒｇａｍｚａｔ１ｏｎ
，”

ｍｍｅｏ
，Ｓｔａｎｆｏｒｄ　Ｕｍ

　　　ｖｅｒｓｉｔｙ，Ｍａｙ

ＡＮＴＬＥ，ＪＯＨＮ　Ｍ．（１９８６）、“Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒｓ’Ｒｉｓｋ　Ａｔｔｉｔｕｄｅｓ
，” Ｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎ

　　　Ｐａｐｅｒ　Ｎｏ． ＲＲ８６－０１，Ｒ６５０肌“５加ブ 肋６ ア〃〃６，Ｊａｎ

ＡＳＡＮＵＭＡ，Ｂ（１９８５）“Ｔｒａｎｓａｃｔ１ｏｎａ１Ｓｔｒｕｃｔ甘ｅ　ｏｆ　Ｐａｒｔｓ　ＳｕｐＰ１ｙ　ｍ　ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ａｕｔｏｍｏｂ
１１ｅ

　　　ａｎｄ　Ｅ１ｅｃ位１ｃ　Ｍａｃｈｍｅｒｙ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ｅｓ　Ａ　Ｃｏｍｐａｒａｔ１ｖｅ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ
，” Ｔｅｃｈｍｃａ１Ｒｅｐｏｒｔ　Ｎｏ１ ，

　　　Ｓｏｃｉｏ－Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｐｒｏｊｅｃｔ，Ｋｙｏｔｏ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ，Ｊｕ１ｙ

ＢＥＳＡＮＫＯ，ＤＡＶＩＤ，ＡＮＤ　ＳＩＢＬＥＹ，ＤＡＶＩＤ　Ｓ（１９８６）“Ｄｅ１ｅｇａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｐｒ１ｃｍｇ　ｍ　ａ

　　　Ｐｒｍｃ１ｐａ１－Ａｇｅｎｔ　Ｍｏｄｅ１
，’’

ｍｍｅｏ，Ｂ６〃Ｃｏ刎舳肌伽ｏ欄 ル５３肌ん
，Ａｐｒ１１

ＣＡＶＥＳ，ＯＩＣＨＡＲＤ　Ｅ ，ＡＮＤ　ＵＥＫＵＳＡ，ＭＡＳＵ（１９７６） ‘Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｏｒｇａｍｚａｔ１ｏｎ　ｍ　Ｊａｐａｎ
，”

　　　Ｂｒｏｏｋｍｇ ｓ， Ｗａｓｈｍｇｔｏｎ

ＣＨＡＮＤＬＥＲ，ＡＬＦＲＥＤ　Ｄ（１９７７）“Ｔｈｅ　Ｖ１ｓ１ｂ１ｅ　Ｈａｎｄ
，” Ｈａｒｖａｒｄ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ，ＭＡ

ＣＯＡＳＥ，Ｒ．Ｈ．（１９３７）．Ｔｈｅ　ｎａｔｕｒｅ　ｏｆ　ｔｈｅ丘ｒｍ，厄ｃｏ〃〃６０４，３８６－４０５，Ｎｏｖ

ＤＯＲＥ，Ｒ．（１９８３）．Ｇｏｏｄｗｉ１１ａｎｄ　ｔｈ
ｅ　ｓｐｉｒｉｔ　ｏｆ

　ｍａｒ
ｋｅｔ　ｃａｐｉｔａｈｓｍ，Ｂ〃工８０６．３４，４５９＿４８２，Ｄｅｃ

ＤＵＲＢＩＮ，Ｊ（１９５４）Ｅｒｒｏｒｓ　ｍ　ｖａｒ１ａｂ１ｅｓ，Ｒ舳１〃８勿姑エ１倣１，２３－３２

ＥＡＳＴＥＲＢＲＯＯＫ，ＦＲＡＮＫ　Ｈ（１９８５）Ｉｎｓ１ｄｅｒ　ｔｒａｄｍｇ　ａｓ　ａｎ　ａｇｅｎｃｙ　ｐｒｏｂ１ｅｍ，閉
“Ｐｒｍｃ１ｐａ１ｓ

　　　 ａｎｄ　Ａｇｅｎｔｓ”（Ｊ．Ｗ．Ｐｒａｔｔ　ａｎｄ　Ｒ．Ｚｅｃｋｈａｕｓｅｒ，Ｅｄ ｓ．
）， Ｈａｒｖａｒｄ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｓｃｈｏｏ１Ｐｒｅｓｓ，Ｂｏｓｔｏｎ

ＧＥＡＮＡＫＯＰＬＯＳ，Ｊ ，ＡＮＤ　ＭＩＬＧＲＯＭ，Ｐ（１９８５）“Ａ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　Ｈ１ｅｒａｒｃｈ１ｅｓ　Ｂａｓｅｄ　ｏｎ　Ｌ１

　　　ｍ１ｔｅｄ　Ｍａｍｇｅｍ１Ａｔｔｅｎｔ１ｏｎ
，” Ｄ１ｓｃｕｓｓｍ　Ｐａｐｅｒ　Ｎｏ７７５，Ｃｏｗｌｅｓ　Ｆｏｍｄａｔｍ，Ｙａ１ｅ　Ｕｍｖｅｒｓ１

　　　 ｔｙ，Ｏｃｔ

ＧＲＯＳＳＭＡＮ，Ｓ ，ＡＮＤ　ＨＡＲＴ，Ｏ（１９８６）Ｔｈｅ　ｃｏｓｔｓ　ａｎｄ　ｂｅｎｅ£ｔｓ　ｏｆ　ｏｗｎｅｒｓｈ１ｐ　Ａ　ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ

（２６１）



１２６ 立命館経済学（第３８巻 ・第２号）

　　　ｖｅｒｔ１ｃａ１ａｎｄ１ａｔｅｒａ１ｍｔｅｇｒａｔ１ｏｎ，１Ｐｏ〃Ｅ６０〃９４，６９１－７１９，Ａｕｇ

ＨＯＬＭＳＴＲＯＭ，ＢＥＮＧＴ，ＡＮＤ　ＭＩＬＧＲＯＭ，ＰＡＵＬ（１９８７）Ａｇｇｒｅｇａｔｍ　ａｎｄ１ｍｅａｒ１ｔｙ　ｍ　ｔｈｅ

　　　ｐｒｏｖｌｓ１ｏｎ　ｏｆ　ｍｔｅ肘ｅｍｐｏｒａｌ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅｓ，厄６０〃ｏ〃３炉伽５５，３０３－３２８

ＫＡＷＡＳＡＫＩ，ＳＥＩＩＣＨＩ，ＭｃＭＩＬＬＡＮ，ＪＯＨＮ，ＡＮＤ　ＺＩＭＭＥＲＭＡＮ，ＫＬＡＵＳ　Ｆ（１９８３）Ｉｎ

　　　ｖｅｎｔｏｒｉｅｓ　ａｎｄ　ｐｒｉｃｅ　ｉｎｎｅｘｉｂｉｌｉｔｙ，厄６０〃ｏ倣〃伽５１，５９９－６１０，Ｍａｙ

ＬＥＷＩＳ，ＴＲＡＣＹ　Ｒ（１９８０）Ｂｏｍｓｅｓ　ａｎｄ　ｐｅｎａ１ｔ１ｅｓ　ｍ　ｍｃｅｎｔ１ｖｅ　ｃｏｎｔｒａｃｔｍｇ
，棚〃厄６０〃１１ ，

　　　２９２＿３０１，Ｓｐｒｉｎｇ

ＬＩＭ，ＣＨＩＮ（１９８１）Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　ｔｈｅ丘ｍ　Ｕｎｃｅ血ｍｔｙ　ａｎｄ　ｔｈｅ　ｃｈ０１ｃｅ　ｏｆ　ｅｘｐｍｍｅｎｔｓ，■肋ｏ〃

　　　７乃３０（ｙ２４，３２８－３６１，Ｊｕｎｅ

ＭＡＣＤＯＮＡＬＤ，ＧＬＥＮＮＭ（１９８４）Ｎｅｗｄ１ｒｅｃｔ１ｏｎｓｍｔｈｅｅｃｏｎｏｍ１ｃｏｆａｇｅｎｃｙ，Ｃ伽■肋ｏ〃

　　　１７，４１５＿４４０，Ａｕｇ

ＭＣＡＦＥＥ，Ｒ　ＰＲＥＳＴＯＮ，ＡＮＤ　ＭＣＭＩＬＬＡＮ，ＪＯＨＮ（１９８６）Ｂ１ｄｄｍｇ　ｆｏｒ　ｃｏｎ位ａｃｔｓ　Ａ　ｐｒｍｃｌｐ

　　　 ａ１ａｇｅｎｔ　ａｎａ１ｙｓｉｓ，Ｒ舳３■．疵肌１７，３２６－３３８，Ａｕｔｕｍｎ

ＭＣＡＦＥＥ，Ｒ　ＰＲＥＳＴＯＮ，ＡＮＤ　ＭＣＭＩＬＬＡＮ，ＪＯＨＮ（１９８７）“Ｉｎｃｅｎｔ１ｖｅｓ　ｍ　Ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ　Ｃｏｎ

　　　血ａｃｔｍｇ ，” Ｕｍｖ　Ｔｏｍｎｔｏ　Ｐｒｅｓｓ，Ｔｏｒｏｎｔｏ

ＭＣＭＩＬＬＡＮ，ＪＯＨＮ，ＡＮＤ　ＭＯＲＧＡＮ，ＰＥＴＥＲ　Ｂ（１９８５）“Ｐｎｃｅ　Ｄ１ｓｐｅｒｓ１ｏｎ，Ｐｒ１ｃｅ　Ｆ１ｅｘ１ｂ１１１ｔｙ
，

　　　 ａｎｄ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ｓｅａｒｃ
ｈ，”

ｍｍｅｏ
，Ｕｍｖｅｒｓｌｔｙ　ｏｆ　ＷｅｓｔｅｍＯｎｔａｍ，Ｊｍｅ

Ｍ００ＲＥ，Ｆ　Ｔ（１９６７）Ｉｎｃｅｎｔ１ｖｅ　ｃｏｎｔｒａｃｔｓ
，閉

“Ｄｅｆｅｎｓｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ”（Ｓ　Ｅｎｋｅ， Ｅｄ），Ｐｒｅ

　　　ｎｔ１ｃｅ－Ｈａ１１Ｅｎｇ１ｅｗｏｏｄ　Ｃ１１丑ｓ，Ｎｊ

ＮＡＫＡＴＡＮＩ，ＩＷＡＯ（１９８４）Ｔｈｅ　ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　ｒｏ１ｅ　ｏｆ丘ｎａｎｃ１ａｌ　ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　ｇｍｕｐｍｇ
，舳
“Ｔｈｅ　Ｅ

ｃｏ

　　　ｎｏｍ１ｃ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ　ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｆ
１ｍ”（Ｍ　Ａ

ｏｋ １， Ｅｄ），Ｎｏｉｈ－Ｈｏ１ｌａｎｄ，Ａｍｓｔｅｒｄａｍ

ＯＮ０，ＹＯＳＨＩＹＡＳＵ（１９８６）“Ｓｕｂｃｏｎ位ａｃｔｍｇ　ａｎｄ　Ｍｏｎｏｐｓｏｎｙ　ｍ　Ｐａ血ｓ　Ａｃｑｕ１ｓｌｔ１ｏｎ，” Ｄ１ｓｃｕｓｓ１ｏｎ

　　　Ｐａｐｅｒ Ｎｏ．１０５，Ｗｏｏｄｒｏｗ Ｗｉ１ｓｏｎＳｃｈｏｏ１，Ｐｏｉｎｃｅｔｏｎ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ，Ｊａｎ

ＯＵＣＨＩ，ＷＩＬＬＩＡＭ　Ｇ（１９８２）“Ｔｈｅｏｒｙ　Ｚ　Ｈｏｗ　Ａｍｅｎｃａｎ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｃａｎ　Ｍｅｅｔ　ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ

　　　Ｃｈａ１１ｅｎｇｅ ．” Ａｖｏｎ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ．

ＳＣＨＥＲＥＲ，ＦＲＥＤＥＲＩＣＭ（１９６４）Ｔｈｅｔｈｅｏｒｙｏｆ．ｏｎ位ａｃｔｕｒａ１ｍｃｅｎｔ１ｖｅｓｆｏｒｃｏｓｔｒｅｄｕｃｔｍ
，

　　　Ｑ伽沈■．厄６０〃 ．． ７８，２５７－２８０，Ｍａｒｃ
ｈ．

ＷＩＬＬＩＡＭＳＯＮ，ＯＬ１ＶＥＲ　Ｅ（１９８４）Ｔｈｅｍｃｅｎｔ１ｖｅ１ｍ１ｔｓｏｆ６ｍｓ　Ａ ｃｏｍｐａｒａｔｌｖｅ　ｍｓｔｌｔｕｔ１ｏｍ１

　　　 ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ　ｏｆ　ｂｕｒｅａｕｃｒａｃｙ，Ｗ；３〃舳欣６んＡ“ん１２，７３６－７６２

　　　　　　　　　　注

　本稿はＳｅｌ１ｃ
ｈ１ Ｋａｗａｓａｋ１ｍｄ　Ｊｏｈｎ　ＭｃＭ１ｌ１ａｎ，“Ｔｈｅ　Ｄｅｓ１ｇｎ　ｏｆ　Ｃｏｎ位ａｃｔｓ　Ｅｖ１ｄｅｎｃｅ　ｆｒｏｍ

　　　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｓｕｂｃｏｎｔｒａｃｔ１ｎｇ
”，

Ｊｏ〃７〃ｏＺ〆 なん３■”〃ｏ〃３蛇ｏ〃６１〃〃７〃ｏ〃ｏ舳Ｚ１…；６０〃ｏ〃〃３，１，ＰＰ

　　　３２７－３４９（１９８７）の翻訳であり ，同編集部に翻訳を許可された 。

　本稿を作成するにあた って，Ｒｏｂｍ　Ｃａ耐ｅｒ，Ｐｒｅｓｔｏｎ　ＭｃＡｆｆｅｅ，Ｐｅｔｅｒ　Ｍｏｒｇｍ，Ａｍａｎ　Ｕ１１ａｈ ，

Ｍｌｃｈａｅ１Ｖｅａ１１から有益な コメノトをいただき，浅沼萬里氏から下請取引について教えていただ

き， また幸塚和久氏にはデータ処理を手伝っていただいた。記して感謝したい。この研究は ，

（２６２）



川崎誠一・
Ｊ．

マク ニラン「下請取引の分析……」（川崎）
１２７

Ｊｏｈｎ　ＭｃＭｉ１１ａｎ が京都大学経済研究所に客員研究員として滞在していたときに開始された 。

ＭｃＭｌ１ｌａｎの研究には，ｔｈｅ　Ｓｏｃ１ａｌ　Ｓ１ｅｎｃｅｓ　ａｎｄ　Ｈｕｍａｍｔ１ｅｓ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｏｍｃ１１ｏｆ　Ｃａｎａｄａから補

助金が出された 。

　１）通商産業省（１９８４，３８９頁）。

　２）Ｄｏｒｅ（１９８３，Ｐ．４６８），Ａｏｋｉ（１９８５，Ｐ
．４）。 日本では下請取引が他の国と比べ多い事実に

　　ついては，Ａｏｋｉ（１９８４ａ）と通商産業省（１９８４）を参照 。

　３）中小企業のうち下請に携わ っている企業の割合は，１９７１年に５８．７％，１９７６年に６０．７％ ，

　　１９８１年に６５．５％とな っている（通商産業省 ，１９８４，３９１頁）。

　４）　これは，日本の経営慣行に関する一般書の見解と正反対なものである 。たとえぱ，ｒ日本

　　の自動車産業では，大企業と下請企業との間に完べきな協力関係が成立している」（Ｏｕｃ
ｈｉ

，

　　１９８２ ，　ｐ．１７）。

　５）　これはＨｏ１ｍｓｔｒｏｍ　ａｎｄ　Ｍｉ１ｇｒｏｍ（１９８７）の定理７であり ，上述のモデルはＨ
ｏ１ｍｓｔｒｏｍ

一一

　　Ｍｉｌｇｒｏｍ論文（セクショソ４）の一次元ブラウノ運動モデルである 。

　６）費用制御技術は厳密に凸でなくてはならない。つまり ，努力に関して収益逓減が成り立つ 。

　　というのは，そうでなくては下請企業は十分な努力をすることによっ て自らの生産費を負に

　　することかてきるからてある。（４）式は最も　般的な二次形式てある。との様なセロ てなしｈ

　　（０）をも ｃホ に加えることができるので，一般性を失うことなしにｈ（０）＝Ｏと仮定できる 。

　　また，ｏ：１での不連続性を避けるために，パ（Ｏ）＝Ｏでなくてはならない 。

　７）在庫均衡の決定については，Ｋａｗａｓａｋ１〃ｏＺ（１９８３）を参昭 。

　８）証明 ：Ｅを期待演算子として ，（５）式で〃：Ｅ冗とおき ，（２）式と（３）式の期待値を取 って，代

　　入しあうと ，Ｅ、：〃十ｃホ 十ん（｛）一冬を得る。プリソシバルは，二つの制約条件の下でＥ。を

　　最小にするようにｏ を決定する。第一に，下請企業の利潤の期待効用ＥＵ（死‘）は，この下請

　　企業が行なうことができる活動で最も有利なものからの期待効用（ある一定の値を取ると仮

　　定される）より小さくてはならたい。このことは，（７）式と（８）式から〃≧／（１－ｏ）２ ２／２＋ｏと

　　いう条件に等しい。ここで，ｏは下請企業の他の活動からの期待効用を表わす定数である 。

　　 プリノシバルの期待支払い価格Ｅｐは，下請企業の期待利潤〆が大きくなるにつれて増加す

　　るので，この制約条件の不等号を等号に換えても一般性が失われない。第二の制約条件は ，

　　下請企業が（６）式で示されたように自己に最良な努力水準を選択することでプリソシパルの行

　　動に反応することである。これらの二つの制約条件の下で期待支払価格を最小にするように

　　 ○を決定し ，（４）式を使うと ，目的の（９）式が導き出される 。ｏ が決定されれば，（２）式と（３）式と

　　 〃に関する上述の制約式から支払関数中のもう一つの係数であるｂもまた確定される 。

　９）下請取引についての理論的分析には，例疋はＢｅｓａｎｋｏａｎｄＳｌ１ｂ１ｅｙ（１９８６）やＯｎｏ

　　（１９８６）がある
。

１０）　このセクショソで使っている事例は，浅沼（１９８４ａ ，１９８４ｂ）とＡｓａｎｕｍａ（１９８５），及び

　　浅沼教授とのイソタビ ュウからとられた 。

１１）我 々の使っている資料の欠陥は，それぞれのグループ内のすべての企業が下請けに携わ っ

　　ているわけではないことである。最低６０％の企業が下請取引を行な っている。また，Ｏ◎式は

　　非線型であるから，集計によって偏りが発生する可能性がある 。

（２６３）



１２８ 立命館経済学（第３８巻　第２号）

１２）　日本の企業の危険回避度と参入障壁の推定については，岡崎（１９８４）を参照。Ｎａｋａｔｍ１

　（１９８４）は，日本の企業グループ内での危険分担を分析している 。

１３）標本規模をできるだけ大きくするために，危険回避度の推定には下請取引が必ずしも一般

　的ではない産業も含めた。したが って，セクション４と６では９産業が対象とな ったが，こ

　こでは１９産業のデータが使用された 。

１４）表皿の推定値と比較できるような危険回避度に関する計量分析は少ない。イ：■ド農民の危

　険に対する態度についてのＡｎｔ１ｅ（１９８６）の研究では，絶対危険回避度は平均で３．０から３．７

　と推定された。これは，表皿’中の最小企業の推定値とほぽ同じ大きさである 。

１５）データの利潤は，会計上の利潤で経済利潤ではないが，このことは以下のブリンシバル ・

　エイジィエント理論の検証を無効にするわけではない。この検証に用いられたものは費用と

　利潤の分散だけであり ，会計利潤と経済利潤とが密接に相関してい打ぱ，分散の推定値は会

　計利潤と経済利潤との相違に影響されない 。

１６）伝統的な見解については，たと疋はＡｌｌｅｎ（１９８１，Ｐ１２２），Ｃａｖｅｓ　ａｎｄ　Ｕｅｋｕｓａ（１９７６
，

　ＰＰ・１１２－１１５）及びその参考文献を参照。伝統的見解の理論的批判はＡｏｋｉ（１９８４ａ ，１９８４

　ｂ）が行な っている 。

１７）Ｅａｓｔｅｒｂｒｏｏｋ（１９８５，Ｐ８１）はフリノソハル　ェイソィェノト理論について次のように述

　べている。「これらのモデルの予測に関して良質な実証研究があれぱ，理論がいかに複雑で

　あっても別に問題ではないだろう 。しかしながら，この分野の研究はほとんと推理力だけに

　依存しているのが現状である。これは，たいていの経済学の分野で実証が進んでいることを

　考えると ，際だって例外的である 。」

（２６４）


